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三重県国土強靱化地域計画の改訂（最終案）について 

9/23 政策会議資料 

戦略企画部企画課 

１ 計画改訂の経緯 

三重県国土強靱化地域計画の改訂は、令和２年６月の戦略企画雇用経済常任委員会にお

いて中間案を説明し、ご意見をいただきました。その後のパブリックコメントや市町への意見

照会により寄せられた意見等もふまえ、最終案として取りまとめました。 

今後、本年10月中に三重県国土強靱化地域計画の改訂・公表を行います。 

 

２ 中間案からの主な変更点等 

令和２年６月 23 日から令和２年７月 27 日までの間募集したパブリックコメント及び市町

への意見照会により寄せられた意見を反映するとともに、記述の精査等を行いました。 

また、別冊として「三重県国土強靱化地域計画に基づき実施する主な事業」を追加しました。 

(1) パブリックコメントの結果 

１名１団体から計１６件の意見をいただきました。 

意見への対応状況は、「意見反映」２件、「反映済み」１件、「参考にする」11 件、「反映

は難しい」３件でした。（１件の意見で複数の対応区分に分かれるものがあるため、意見

数と一致しません。） 

反映した意見は、次のとおりです。 

意見の概要 意見反映の考え方 

「耐震強化岸壁の整備」に関する記述がある

が、「湾内に民間事業者が保有する護岸や岸

壁等の耐震改修の促進」を加えてほしい。東

日本大震災発生時、民有護岸の被災により公

共耐震岸壁へのアクセスが阻害された事例が

あり、民有護岸の整備を促進させるため、自治

体から何らかの支援が必要と考えている。 

なお、愛知県の地域強靱化計画には、上記 2

点に関する記載がある。 

「耐震強化岸壁の整備」に関して、関連するリス

クシナリオ（「5-4） 基幹的陸上海上交通ネットワ

ークの機能停止による物流・人流への甚大な影

響」（最終案38頁、81頁）、「6-4） 交通インフラ

の長期間にわたる機能停止」（最終案42頁、84

頁）、「7-2） 海上・臨海部の広域複合災害の発

生」（最終案 44 頁、87 頁））に、「港湾内に民間

事業者が保有する護岸や岸壁等の耐震改修を

促進する」旨の記述を追加しました。 

復興人材について、「次世代を担う若者が」な

どという文言を用いるべきではない。 

ご意見を踏まえ、「次世代を担う若者」を「次代の

担い手」に改めました。（最終案49頁、92頁） 

(2) 市町への意見照会の結果 

3市から計３件の意見をいただきました。 

意見への対応状況は、「意見反映」１件、「反映済み」１件、「参考にする」１件でした。 

反映した意見は、次のとおりです。 

意見の概要 意見反映の考え方 

空き家に限定することなく、また、住宅につい

ては、県民の意識は耐震化よりもむしろ除却

や建替えによる更新に向いているため、「耐震

性の無い建築物の除却」又は、「耐震性の無い

建築物の除却や建替え促進」等の記述にして

ほしい。 

当該「空き家」には、住宅以外の建築物も含んで

いますが、分かりにくいため、「耐震性のない空

き家の除却」を「耐震性のない建築物の除却」に

修正します。（最終案17頁、59頁） 
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(3) 別冊「三重県国土強靱化地域計画に基づき実施する主な事業」のとりまとめ 

地方公共団体が策定する国土強靱化地域計画に基づき実施される取組等に対して

は、対象となる補助金・交付金等の採択に際し、「一定程度配慮」に加え、更に重点配分、

優先採択等の「重点化」を行うことによる国の各府省庁の支援が行われています。また、

「重点化」に加えて、地域計画に基づき実施される取組又は明記された事業であること

を交付要件とする「要件化」の実施が検討されています。 

こうした国の関係府省庁の支援に対応するため、リスクシナリオごとの推進方針に基

づき実施する事業のうち、「国土強靱化地域計画に基づき実施される取組等に対する関

係府省庁の支援」の対象に位置づけられることが考えられる主な事業について、別冊

「三重県国土強靱化地域計画に基づき実施する主な事業」として一覧に取りまとめまし

た。 

同別冊資料については、計画本文の改訂とは別に、毎年度、適切な時期に更新し、公

表を行うとともに、着実な事業の推進を図ります。 

 

３ その他 

県内市町の地域計画の策定については、国と連携し、策定支援に取り組んできた結果、こ

れまでに 15 市町が策定を行いました。全ての県内市町が早期に策定できるよう、引き続き

必要な支援を行っていきます。 

 

［参考］ 市町における地域計画策定状況（令和２年９月１日現在） 

策定済： 15市町（津市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、名張市、亀山市、 

熊野市、志摩市、菰野町、度会町、大紀町、南伊勢町、御浜町、紀宝町） 

策定中： 14市町（四日市市、尾鷲市、鳥羽市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、 

東員町、朝日町、川越町、多気町、明和町、大台町、玉城町、紀北町） 


